
住所　静岡県駿東郡長泉町本宿５０１番地

氏名　特種東海製紙株式会社

　　　理事　特殊素材事業本部
　　　生産本部長　友竹　義明

　　　　　　　　　　　　　 電話番号　０５５－９８８－１１３６

① 事 業 の 種 類

② 事 業 の 規 模

③ 従 業 員 数

④産業廃棄物の一
連の処理の工程

(日本工業規格　Ａ列４番)

　　371名

　資本金　11,485百万円

令和4年4月15日
　静岡県知事

　２０２２年　４月　１日 ～ ２０２３年　３月３１日

　別紙廃棄物処理フロー参照

当該事業場において現に行っている事業に関する事項

　静岡県駿東郡長泉町本宿５０１番地

　パルプ・紙・紙加工品製造業

　　　川勝 平太　殿

産業廃棄物処理計画書

　特種東海製紙株式会社　三島工場

計 画 期 間

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第12条第９項の規定に基づき、産業廃棄物の減量その他その処
理に関する計画を作成したので、提出します。

様式第二号の八(第八条の四の五関係)

提出者

事 業 場 の 名 称

事 業 場 の 所 在 地

(第１面）



産 業 廃 棄 物 の 種 類 別紙の通り 別紙の通り

排 出 量 別紙の通り 別紙の通り

産 業 廃 棄 物 の 種 類 別紙の通り 別紙の通り

排 出 量 別紙の通り 別紙の通り

①現状

（分別している産業廃棄物の種類及び分別に関する取組）

別紙「廃棄物の分別処理基準」及び「廃棄物管理規定」参照

②計画

（今後分別する予定の産業廃棄物の種類及び分別に関する取組）
・埋立廃棄物となっている「廃プラスチック類」の分別回収により再資源化に
努める

産業廃棄物の排出の抑制に関する事項

①現状

【前年度（令和３年度）実績】

（これまでに実施した取組）

・工程内リサイクルの推進（紙屑）
・製造工程における歩留まり向上（汚泥、紙屑）
・排水処理工程における無機凝集剤の添加量削減（汚泥）
　

(第２面)

（管理体制図）

別紙「組織図」及び「組織構成員の役割・責任・権限」参照

産業廃棄物の処理に係る管理体制に関する事項

産業廃棄物の分別に関する事項

②計画

【目標】

（今後実施する予定の取組）
・上記取組と同じ



産業廃棄物の種類 別紙の通り 別紙の通り

産業廃棄物の種類 別紙の通り 別紙の通り

産業廃棄物の種類 別紙の通り 別紙の通り

産業廃棄物の種類 別紙の通り 別紙の通り

①現状

②計画

【前年度（令和３年度）実績】

別紙の通り

自ら行う産業廃棄物の中間処理に関する事項

自ら再生利用を行っ
た産業廃棄物の量

（今後実施する予定の取組）

・汚泥を脱水処理し、減容化に努める
・紙くずを焼却し、減容化に努める

（今後実施する予定の取組）

・実施予定なし

②計画

別紙の通り

別紙の通り

【前年度（令和３年度）実績】

別紙の通り

【目標】

別紙の通り

（第３面）

自ら行う産業廃棄物の再生利用に関する事項

①現状

【目標】

自ら中間処理により
減量した産業廃棄物
の 量

（これまでに実施した取組）

・特に実施していない

別紙の通り

別紙の通り 別紙の通り

別紙の通り

別紙の通り

自ら熱回収を行った
産 業 廃 棄 物 の 量

別紙の通り
自ら熱回収を行う
産 業 廃 棄 物 の 量

自ら再生利用を行う
産 業 廃 棄 物 の 量

自ら中間処理により
減量する産業廃棄物
の 量

（これまでに実施した取組）

・汚泥脱水処理
・小型焼却炉による紙くず焼却

別紙の通り



別紙の通り 別紙の通り

別紙の通り 別紙の通り

別紙の通り 別紙の通り

別紙の通り 別紙の通り

認定熱回収業者への
処 理 委 託 量

別紙の通り 別紙の通り

認定熱回収業者以外
の熱回収を行う業者
へ の 処 理 委 託 量

別紙の通り 別紙の通り

別紙の通り

（これまでに実施した取組）

・特に実施していない

産 業 廃 棄 物 の 種 類

産業廃棄物の処理の委託に関する事項

自ら埋立処分又は海洋
投入処分を行う産業廃
棄 物 の 量

（これまでに実施した取組）

・廃棄物処理委託基準に従い実施
・廃棄物処理業者について年１度現地確認を実施
・再利用業者よる埋立処分量削減

別紙の通り

①現状

全 処 理 委 託 量

再生利用業者への処
理 委 託 量

別紙の通り

別紙の通り

別紙の通り

【前年度（令和３年度）実績】

自ら埋立処分又は海洋
投入処分を行った産業
廃 棄 物 の 量

【目標】

（今後実施する予定の取組）

・実施予定なし

別紙の通り

優良認定処理業者へ
の 処 理 委 託 量

（第４面）

①現状

②計画
別紙の通り

産 業 廃 棄 物 の 種 類

【前年度（令和３年度）実績】

別紙の通り

自ら行う産業廃棄物の埋立処分又は海洋投入処分に関する事項

産 業 廃 棄 物 の 種 類



別紙の通り 別紙の通り

別紙の通り 別紙の通り

優良認定処理業者へ
の 処 理 委 託 量

別紙の通り 別紙の通り

認定熱回収業者への
処 理 委 託 量

別紙の通り 別紙の通り

認定熱回収業者以外
の熱回収を行う業者
へ の 処 理 委 託 量

別紙の通り 別紙の通り

別紙の通り

（今後実施する予定の取組）
・再生利用、熱回収が可能である廃棄物については、再生利用業者、熱回収業者
へ処理委託をする
・委託先業者については事前に現地確認を実施する
・有価物回収可能な業者を選定し、廃棄物の有効利用に努める

（第５面）

②計画

再生利用業者への処
理 委 託 量

※事務処理欄

【目標】

産 業 廃 棄 物 の 種 類

全 処 理 委 託 量

別紙の通り



事業所名

ton 0.0 0.0 ton 0.00.0 0.0 0.0 1.0 0.0 1.00.0 0.0 ton 0.0 0.0 0.0

廃酸 0.0 0.0 0.0 0.0 0.50.5tonton ton

ton

0.0 0.0ton ton0.0 0.50.0 ton

ton

tonton 0.3 ton 0.3 ton0.2

0.0 ton 0.0

0.2 0.0

ton

ton0.00.3 ton廃電気機械器具（廃蛍光灯類） 0.0 0.0 0.0

0.2 ton 0.0 ton 0.0

ton

ton 0.0 tonton 0.0 ton0.2ton 0.0 ton ton

0.0 tonton 0.2

0.2 ton 0.0 ton 0.2

tonton

0.2

0.0

ton

ton

ton

ton

ton

ton

ton

ton

ton

ton

ton

ton

ton

ton

ton

0.0 0.0

ton ton 0.0 1.0 0.0

ton

tonton

ton

ton ton

ton ton ton

ton tontonton

ton

ton

ton

ton

ton

ton

tonton0.0

ton

0.0 ton

ton

ton

0.0 ton

0.0

②計画
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認定熱回収業者以外
の熱回収を行う業者
への処理委託量の目

標値

認定熱回収業者
への処理委託量

の目標値

再利用業者への処理
委託量の目標値

①現状 ②計画
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①現状②計画
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①現状
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優良認定処理業者への
処理委託量の目標値

①現状 ②計画
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①現状 ②計画
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0.0 ton ton72,021.1

0.0 ton

①現状 ②計画 ①現状

２０２２年度産業廃棄物処理計画における目標値(別紙)

特種東海製紙株式会社　三島工場 事業所の所在地

自ら行う産業廃
棄物の再利用に

関する事項

全処理委託量の目標
値

1,878.5

静岡県駿東郡長泉町本宿５０１番地

産業廃棄物の種類

自ら熱回収を行
う産業廃棄物の

量の目標値

②計画
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別紙：廃棄物処理フロー

排水

排水

減容 減容

その他
産業廃棄物

外部委託業者
中間処分

外部委託業者
最終処分

※その他の産業廃棄物
（廃油、廃プラスチック類、ガラス・コンク
リート・陶磁器くず、木くず、金属くず、廃
酸、廃アルカリ、廃ウエス、廃電池、蛍
光灯類　等）

汚 泥 脱 水 機焼却炉

燃え殻・ばいじん

紙くず 汚　　　泥

製紙製造工程 排水処理施設

ボイラー

自社最終処分場



別紙：組織図

2022年4月改訂

ＥＭＳ委員選任ブロック ＥＭＳ活動単位部門

岐阜工場 岐阜工場（製造課・管理課）

ＥＭＳ推進チーム（三島・島田・東京）

E
M
S
推
進
チ
ー

ム
／
三
島

機能素材営業部品質管理課
総務人事本部（三島）・財務ＩＲ本部（三

島）・生産企画部・内部統制監査室
安全課・事業開発部・情報システム部

機能素材営業部品質管理課・総務人事本部（三島）
財務ＩＲ本部（三島経理チーム）・生産企画部・内部統制監査室

安全課・事業開発部・情報システム部（三島）

三島工場資材部 資材部(三島)

静岡ロジスティクス㈱ 静岡ロジスティクス㈱

三島工場 第一製造部 第二課

特
種
東
海
製
紙
Ｇ
　
ト
ッ
プ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

副
環
境
管
理
責
任
者
／
三
島
・
岐
阜
地
区
担
当

三島工場 第二製造部 第三課

環
境
管
理
責
任
者

三島工場第二製造部 三島工場 第二製造部 第四課

三島工場 第二製造部 第五課

三島工場工務部
三島工場

工務部（工作課・動力環境課｛八分平処分場含む｝・工務課）

三島地区　EMS組織図

品質保証本部 特殊素材品質保証部（品質保証課・分析課）

研究開発本部研究開発部・パッケージ企
画本部デザイン開発部

研究開発部・デザイン開発部

内
部
環
境
監
査
人

Ｅ
Ｍ
Ｓ
委
員
会

Ｅ
Ｍ
Ｓ
委
員

三島工場 第一製造部 第一課

三島工場第一製造部

産業廃棄物処理計画書作成部署：工務部動力環境課

産業廃棄物処理計画総括責任者：工務部長 深澤



別紙:組織構成員の役割・責任・権限

構成員 役割・責任・権限など

①ＥＭＳの有効性に説明責任を負う。
②環境方針及び環境目標を確立し、それらが組織の戦略的な方向性及び組織の状況と両立すること
を確実にする。

③組織の事業プロセスへのＥＭＳ要求事項の統合を確実にする。

④ＥＭＳに必要な資源が利用可能であることを確実にする。

⑤有効な環境マネジメント及びＥＭＳ要求事項への適合の重要性を伝達する。

⑥ＥＭＳがその意図した成果を達成する事を確実にする。

⑦ＥＭＳの有効性に寄与するよう人々を指揮、支援する。

⑧継続的改善を促進する。

①　ＥＭＳ活動について内部環境監査を行う。
② 「内部環境監査管理規程」により教育を受けた者を教育結果から環境管理責任者が内部環境監
査人に認定する。

①　環境管理責任者は他の責任とかかわりなく以下のことを実施する責任と権限を有する。

　・ＩＳＯ１４００１に示されるＥＭＳの要求事項が当グループにおいて確立され、実施され、かつ維持する。

　・当グループにおけるＥＭＳの改善の提案を含めて､見直しのためにトップマネジメントにＥＭＳの実績を報告する。

※　環境管理責任者を補佐し、同様の責任・権限を持つ複数名の副環境管理責任者をおくことが出来る。

当グループの環境管理活動の計画及び活動結果の確認を確実に推進するために、ＥＭＳ委員会を設
置する。なお、同委員会の事務局はＥＭＳ事務局とする。

①　委員会の構成員は以下のとおりとし、環境管理責任者が指名する。

　・委員長

　・副委員長

　・委員：ＥＭＳ委員選任部門の管理職又はＥＭＳ担当者から選任

　・事務局：ＥＭＳ事務局（環境管理責任者を含む）

②　委員会の開催

　・ＥＭＳ委員会は委員長及び環境管理責任者の要請で開催する。

③　議事録の保管

　・ＥＭＳ委員会の会議議事録はＥＭＳ事務局が保管する。その保管期間は３年間とする。

①　環境方針の周知など環境管理教育・訓練の計画推進

②　ＥＭＳ委員会の事務局

③　法的その他の要求事項の入手

④　当グループ全体の環境目的と目標の作成

⑤　環境管理規程類及び環境文書の原案作成、制定文書の社内ＬＡＮでの掲載と原本の保管

⑥　当グループにおけるＥＭＳの運用管理と監視測定の推進

⑦　事故、緊急事態における対応と環境管理記録の保管管理

⑧　当グループＥＭＳに関する内外の窓口
※ 各サイトのＥＭＳ活動をより確実に推進し、事務局業務を補佐するため、複数の支局をおくことが
出来る。
① 部門別環境影響評価実施、部門別目的・目標、環境管理計画の策定と見直し並びに必要な手順
書等を発行する。

②　自部門の推進体制を整備するとともに、当グループのＥＭＳ活動に対する協力と支援を行なう。

③　自部門の要員に対し、適切な教育を行う。

管理・監督職の役割 ①　管理・監督職は部門長を補佐し、自部門のＥＭＳを推進する。

①　各部門において部門長が指名し、部門長及び管理・監督職を補佐（書類作成・管理等）する。

②　各部門に、複数名おくことができる。
①　一般従業員は、社内ＬＡＮから環境方針や環境管理マニュアルを閲覧するとともに、自覚教育
　　及び必要な訓練を受講し当グループのＥＭＳの運用に協力する。

②　環境影響を削減するための業務改善について積極的に提案する。

⑨その他の関連する管理層がその責任の領域においてリーダーシップを実証するよう、管理層の役割
を支援する（環境管理責任者の任命等）。

ＥＭＳ事務局の役割

部門長の役割

一般従業員の役割

トップマネジメント

内部環境監査人

環境管理責任者

ＥＭＳ委員会

EMS担当者



別紙：廃棄物の分別処理基準

２０２１年５月１４日改訂

各職場で発生する廃棄物を抑制し、適正な処理をするために、以下の分別処理を徹底してください。

１   廃棄物の発生抑制と資源化への取組み

廃棄物の発生原因を徹底調査し削減対策を実施することにより、廃棄物の発生抑制を推進してください。

また、発生した廃棄物は「廃棄物ゼロ」に向け、資源化することを原則とします。

２   廃棄物の分類

廃棄物は次のとおり分類し「別表：1廃棄物の分類と取扱注意事項」に従い、分別し搬出してください。

（Ⅰ）社内処理廃棄物

1、廃液（赤ラベル）　2、セキュリティ用紙・試験紙（赤ラベル）

（Ⅱ）業者委託資源化廃棄物

3、金属スクラップ　　4、ドラム缶　　5、飲料水缶・スプレー缶　　6、ドーコ缶・ペール缶　　

7、針金　　8、電線類　　9、オイルペール缶　　10、エコシャトル　11、廃油　　

12、リサイクルガラスくず　13、燃え殻・ばいじん　　14、排水汚泥　　15、廃木材　　16、廃溶剤

（Ⅲ）業者委託処分廃棄物

17、ワイヤー・キャンバス類（赤ラベル）　　18、廃ウエス　 19、蛍光灯・水銀灯・電球（水銀使用製品）

　20、廃電池　　21、処分ガラスくず　　22、廃プラスチック類（不燃物）　　

23、残薬品（染料含む）　　24、再生できない雑芥類（紫ラベル）　　25、薬品かす（赤ラベル）　

（Ⅳ）業者委託再生古紙類

26、非弱耐水原紙/白紙（青ラベル）

27、非弱耐水原紙使用の非含浸塗工紙/白紙（緑ラベル）

28、中耐水原紙/白紙・紙管・段ボール・雑誌類（黄ラベル）

29、強耐水原紙/白紙・含浸加工紙/白紙・シュレッダーダスト（黒ラベル）

30、ＲＰＦ資源化色紙・アルミ貼合紙・合成紙・不織布・リジェクト用紙・紙切れガサ

・製品検査サンプル（赤ラベル） 

31、ＲＰＦ資源化可燃物（赤ラベル）  32、ＲＰＦ資源化廃プラスチック類（赤ラベル）  

33、ＲＰＦ資源化プラスチックドラム缶・プラスチックパレット・ポリエチレンタンク（赤ラベル）

（Ⅴ）その他廃棄物

34、家電　　35、廃ＯＡ機器　　36、規格外廃棄物

３   注意事項

（1）     構外からの廃棄物の搬入を厳禁とする。

（2）     分別不良の廃棄物は、動力環境課の指示により各職場の責任者の立会いで発生元へ返却させ、厳重に注意する。

（3）    分別がわからない廃棄物（廃液含む）は、動力環境課へ問い合わせる。

（4）    社内に持込んだ個人のゴミは必ず持ち帰る（弁当容器、ジュースパック、ペットボトル、ライター等）。

（5）     工事に伴う廃棄物は、事前に業者と打合せして処理の分担を明確にする。

（6）     業者が持込んだゴミはすべて持ち帰っていただく。

（7）     社内企画のイベント等で発生するゴミは、業者委託を前提として動力環境課と事前打合せをする。

（8）    運搬時に荷崩れしないよう、原則としてバンドを十字締めとする事。



別紙：廃棄物管理規定

ページ 文 書 名 文書番号 ＴＥＭＲ－１５ 

1/2 廃棄物管理規程 
改訂番号 ３ 

改訂期日 令和元年１１月２５日 

 

第１条（目 的） 

当グループは、「特種東海製紙 環境方針」に基づき「法的及びその他の要求事項」を遵守し、廃棄物発生

量の低減と有効活用を目指すために「廃棄物管理規程」を定め、これを維持する。 

 

[参照]環境管理マニュアル  ８．１ 運用の計画及び管理 

 

第２条（責任及び権限） 

（1） 発生廃棄物の保管と処理に関する責任と権限は環境担当部門長が有する。 

（2） 廃棄物処理施設の運転及び維持管理に関する責任と権限は廃棄物処理施設所管部門長が有する。 

（3） 廃棄物処理業（収集運搬）の運営に関する責任と権限はレックス及びフォレスト担当部門長が有する。 

（4） 廃棄物処理業（処分）の運営に関する責任と権限はレックス担当部門長および島田工場環境安全部長が

有する。 

 

第３条（廃棄物の定義） 

当グループにおける廃棄物とは、当グループで発生する産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を含む）と事

業系一般廃棄物をいう。 

(1) 廃棄物(R)； 当グループ内外で処理することにより、リサイクル（サーマルリサイクルを含む）される廃棄

物 

(2) 廃棄物(W)； リサイクルされることなく焼却・埋立等により処分する廃棄物 

 

第４条（廃棄物処理施設） 

    「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（以下、「廃棄物処理法」という）の第8条又は第15条に規定される

一般廃棄物処理施設及び産業廃棄物処理施設をいう。 

 

第５条（管理責任者等の任命） 

廃棄物処理施設所管部門長は、廃棄物処理法第 12 条第 8 項及び 21 条の規定に基づき、産業廃棄物処

理責任者及び廃棄物処理施設技術管理者を選任する他、工場長等各事業所の長はその他の条例等に規

定される廃棄物に関する各種管理責任者を任命する。また、廃棄物を発生する職場毎に廃棄物担当者を置

き、廃棄物の適正処理に必要な職務を行わせるものとする。 

 

第６条（実務及び運用） 

(１) 各廃棄物発生部門は、環境担当部門の指示又は助言を受け、廃棄物の発生抑制、減量化、再利用・再生

利用に努めるものとする。 

(２) 各廃棄物発生部門は、各工場等事業所の定めに従い廃棄物の分別集積を徹底し、廃棄物の適正処理を妨

げないようにする。 

(３) 各部門で発生した廃棄物は、事業所内で処理するまで、あるいは事業所外で処理するため搬出されるまで

所定の保管場所にて適正に管理する。特にポリ塩化ビフェニルを含む機器類（以下、「PCB 廃棄物」という）

に関しては、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」（以下、「ＰＣＢ特措法」

という）の各規定に基づき厳重に管理すると共に、保管部門がＰＣＢ特措法の報告（PCB廃棄物の保管及び

処分状況等届出）を行う。 

(４) 廃棄物を運搬する際は関連法令に従い、運搬中に廃棄物が飛散・流出することのないよう環境担当部門あ

るいは廃棄物収集運搬業の運営部門の指示に従い適切な処置を行う。異常時又は緊急時においては、汚

染の拡大を防ぐため直ちに応急措置を施すと共に、速やかに環境保全部門に連絡を行う。 
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(１) 廃棄物処理施設所管部門長は、廃棄物処理法他関連法令を遵守するため産業廃棄物処理責任者及び廃

棄物処理施設技術管理者の指導・監督により、廃棄物処理施設の運転及び維持管理を適切に行い、廃棄

物の飛散・流出及びその他の環境負荷の増大を未然防止すると共に、異常時又は緊急時においては速や

かに環境担当部門に連絡を行う。 

(２) 環境保全担当部門長は、廃棄物の発生抑制、減量化、再利用・再生利用を推進するため必要な施策を行う

と共に各部門に対し適切な監督・指導･助言を行う。 

(３) 環境担当部門は、廃棄物の処理計画を策定し、各部門で発生する廃棄物の種類及び発生量、並びに廃棄

物の処理方法及び処理量の把握を行う。前述の処理計画及び把握を元に関係法令等の定めに従い必要

に応じて、多量排出事業者の産業廃棄物処理計画を作成し所管官庁へ報告する他、廃棄物の処理状況等

について帳簿を作成すると共に所管官庁に対して状況報告（産業廃棄物処理計画実施状況報告及び産業

廃棄物処理実績報告書）を行う。 

(４) 産業廃棄物の処理（収集運搬及び処分）を他社に委託する場合は、事前に環境担当部門長へ報告すると

共に、関係法令の規定に従い処理委託契約書の締結、処理委託先への実地確認を行う。また、委託の際

は廃棄物処理法に定められた産業廃棄物管理票（以下、「マニフェスト」という）の発行を行い、マニフェスト

の管理･保管及びマニフェストに関する法令上の報告（マニフェスト交付等状況報告書）は環境担当部門が

行う。 

(５) 廃棄物処理業（収集運搬又は処分）運営部門長は、廃棄物処理法の規定に基づき所定の許認可・届出を実

行すると共に、法令の定める基準に従い業務を行う。業務の状況については法令の定めに従い帳簿を作

成し、所管官庁に対して報告（産業廃棄物｛運搬ｏｒ処分｝状況報告）を行う。 

 

第 7 条（監視及び測定） 

(１) 環境担当部門は、廃棄物発生部門及び環境分析部門の協力の下、発生する各種廃棄物について法規制等

で定められた基準及び処理委託先との間で定めた基準（受入基準）に適合するか否かを判断するため定期

的に成分・性状分析を行う。測定項目及び測定回数については、発生する廃棄物毎に別途定める。 

(２) 廃棄物処理施設所管部門は、廃棄物処理施設の維持管理において必要な監視測定を定期的に実施し、そ

のうち廃棄物処理法等関係法令で定められた事項についてはインターネット等所定の方法で公表する。 

(３) 廃棄物処理業（収集運搬又は処分）運営部門は、受託した廃棄物における成分・性状の他、処理を行うに当

たり必要な情報について受託先から提供を受けると共に、必要に応じて自ら定期的に確認を行う。 

(４) 監視及び測定の結果、社内規制値を超える恐れが生じた場合、環境担当部門、廃棄物発生部門、廃棄物処

理施設所管部門、並びに廃棄物処理業運営部門は関係部門の協力を得て直ちに原因調査を行い、原因部

門の部門長あるいは社外の原因発生先に是正を指示する等、必要な処置を行う。 

(５) 監視及び測定の結果、法令規制値･協定値若しくは社内規制値等を超過した場合は、環境管理マニュアル１

０．２「不適合及び是正処置」に従い対応する。緊急事態と判断される場合は、TEMR-18「緊急事態対応管

理規程」に従い対応する。 

 

第 8 条（記録等の保管） 

（1） 環境担当部門長は廃棄物の発生量及び処理量の集計結果を環境管理記録として保管する。 

（2） 環境担当部門長は発生した廃棄物の分析結果を環境管理記録として保管する。 

（3） 環境担当部門長は廃棄物処理委託先の実地確認結果を環境管理記録として保管する。 

（4） 廃棄物処理施設所管部門は廃棄物処理施設の維持管理結果を環境管理記録として保管する。 

（5） 関係官庁へ提出した各種報告書類（PCB 廃棄物の保管及び処分状況等届出書、多量排出事業者の産業

廃棄物処理計画書及び処理計画実施状況報告書、マニフェスト交付等状況報告書、産業廃棄物｛運搬ｏｒ

処分｝状況報告書）は作成部門長が環境管理記録として保管する。 

 


